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1.ジャパンケーブルキャスト（JCC）のご紹介

社名 ：ジャパンケーブルキャスト株式会社
代表 ：大熊 茂隆（代表取締役社長）
所在地 ：〒102-0074 東京都千代田区九段南1-6-17 千代田会館8F
設立 ：2002年10月
事業説明：主なサービスは以下の通りです。弊社は「有料放送管理事業者」として、

総務省令で定めるところにより、業務の実施方針の策定及び公表その他の
適正かつ確実な運営を確保するための措置を講じております。

主なサービス：
JC-HITS サービス（111局）
ケーブルテレビ事業者に対して 有料多チャンネル放送（CS放送）を配信する
プラットフォームサービス
JC-dataサービス（54局）
コミュニティチャンネルを通じ、地域情報や災害情報など付加価値の高いコンテンツ
を配信するデータ放送サービス
チャンネル700（97局）
JCCが独自に日本各地の地域情報、海外チャンネル番組などを編成する、
ケーブルテレビ専用無料・総合編成チャンネル

（ ）内数値はいずれも2017年12月時点。
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2.JCCのプラットフォームサービスイメージ

BS
デジタル放送

地上
デジタル放送

CS
デジタル放送
（番組供給事業者）

放
送
系
（RF)

サ
ー
ビ
ス

サービス区分 伝送／サービス
提供形態 ケーブルテレビ局 視聴者

地上波・BS再放送

自主放送（有料多ﾁｬﾝﾈﾙ）

直接受信

コミュニティチャンネル
データ放送信号

ü JCCはCSデジタル放送の分野でサービスをしている有料放送管理事業者
（ケーブルテレビ事業者向けプラットフォーム）です。

【その他】
・通信系サービス、映像中継サービス等を行っています。

JCCが提供するサービス
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全国規模の広帯域ＩＰ専用線
ネットワークを構築

リング型ネットワーク構成
による冗長化

基幹回線は、JC-HITS東京
メディアセンターと

各県アクセスポイントを接続

ケーブルテレビ事業者は近接する
アクセスポイントに接続

高精細動画を高品質・安定的に配信する技術と
回線調達ノウハウを保有

JC-HITS東京メディアセンター

3.全国IPネットワーク網
ü JCCはIPネットワーク網を利用し、帯域保証された専用線（閉域網）で全国の
アクセスポイントまで映像を伝送しております。
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4.JCCの利用しているネットワーク
ü JCCのネットワーク網は映像伝送の品質を担保するため、帯域保証された
IP専用線を利用しています。（上の図のイメージです）

【帯域保証型ネットワーク】
帯域を保証した回線を利用して映像信号を流すため、極めて安定かつ信頼性が高い。

※ベストエフォート型を利用する場合（利用回線・契約形態にもよります）他社利用状況に影響される場合があります。

※参考【ベストエフォート型ネットワーク】（インターネットなど）
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ケーブルテレビ事業者様JC-HITS 東京メディアセンター

T
S
↓
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P
変
換
装
置

番組供給事業者様

ア
ク
セ
ス
ポ
イ
ン
ト

ü JCCの映像信号伝送イメージは以下の通りです。

4K:3ch
SD:67ch
HD:74ch
最大39TS

CHをTS単位に
各種情報を合算
符号化・圧縮

ト
ラ
ン
ス
モ
ジ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

I
P
↓
T
S
変
換
装
置

事業者様
毎必要
帯域幅

IP信号を
TS信号に変換

信
号
を
変
調
化責任

分界点

※1.2017年12月時点の伝送容量です。
※2.TS=Transport Streamデジタル放送の映像、音声、静止画、文字などの信号を多重化する信号形式です。

Ｃ
Ａ
Ｓ
シ
ス
テ
ム

多
重
化
装
置
（
Ｍ
Ｕ
Ｘ
）

エ
ン
コ
ー
ダ
ー

受
信
装
置

TS信号を
IP信号に変換

5.映像信号伝送のイメージ

※1
1.5Gbps

ベースバンド
（非圧縮信号）

R
F
信
号

ケーブルテレビ
事業者様
毎必要
TS数

※2
TS信号 IP信号

HD１Ch
1.5G程度 JCC責任範囲 ケーブルテレビ事業者様

責任範囲

TS信号
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ü 現在のJCCの信号伝送イメージと監視・運用は以下の通りです。

6.信頼性・冗長性・可用性担保

JC-HITS東京メディアセンター

監視サーバ

各アクセスポイント ケーブルテレビ事業者様

IP→TS
変換装置

運用オペレータ
(24時間365日)

エスカレーション

技術部門

トランス
モジュ
レータ

TS→IP
変換装置 NW機器

NW機器

NW機器

NW機器

TS信号

１つのTS信号から
２つの信号を生成

機器ログ・監視トラップ収集

各アクセスポイントまで
IP専用線を利用して
異経路で配信

回線障害時は
自動で瞬時切り替え

• JCCでは1つのTS信号からA/B2系統の信号を生成し、各アクセスポイントまで異経路で冗長配信しております。
• 機器ログ・監視トラップをJC-HITS 東京メディアセンターの監視サーバで収集、24時間365日体制の運用オペレータが監視、障害

時には技術部門へエスカレーションする体制を組んでおります。
• 各アクセスポイントまで信号冗長をしており、万が一中継区間で障害が発生した場合でも、自動で瞬時の信号切り替えがされるこ
とによりサービス継続が可能です。

A

B
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7.ケーブル４K放送の配信概略図

送出設備

素材搬入
・ケーブルテレビ局様
・番組供給事業者様等

放送準備室

ストレージサーバー

4Kﾌｧｲﾙ
(HEVC)

4Kﾌｧｲﾙ
(HEVC)

ファイル転送

ヘッド
エンド

ü JDS様と連携の上、“ケーブル４Kチャンネル”の映像伝送をRFとIPで実施しています。

HEVCエンコーダ

送出サーバー
（簡易ＡＰＣ）

JCC
送出設備

ケーブルテレビ
事業者様向け配信
ネットワーク網へ

専用線

番組編成・編集
番組
調達

・JCCではケーブル４Kチャンネルの信号は、その他
映像信号と同等の品質を保てるよう運用、監視
体制を整備しております。

ケーブルテレビ
事業者様向け配信
ネットワーク網へ
（RF/IP両方式）
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今後の幹線現在の幹線

FTTH
（ケーブルテレビ
事業者様敷設）

エリア内
未接続世帯

エリア外

FTTH
（ケーブルテレビ
事業者様敷設）

通信キャリア
光回線
RF方式

CS配信
プラットフォーム

JC-HITS【RF】
（ACAS対応含む）

JC-HITS【RF】
（ACAS対応含む）

JC-HITS IP
ケーブルテレビ事業者様FTTH利用

他社光回線モデル

独自敷設での移行戦略
通信キャリア光回線利用
での移行戦略

通信キャリア光回線
IP方式

8.JCCが考えるケーブルテレビ事業者様幹線ごとの今後の展開

HFC
（ケーブルテレビ事業者様敷設）

ü JCCは、今後のケーブルテレビ事業者様の幹線事情に則した“RF“及び”IP”の
プラットフォーム提供を検討しております。
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9.JC-HITS IPモデルの伝送・配信

番
組
供
給
事
業
者
様

IP放送設備

②通信キャリア
光回線モデル

ケーブルテレビ
事業者様

ü JCCでは以下２通りのIP方式により、ケーブルテレビ事業者様向け放送サービスの
提供を検討しております。

①ケーブルFTTHモデルは、JC-HITS サービスと同様、アクセスポイントまで専用の設備・回線を利用
②通信キャリア光回線モデルは、通信キャリアの光回線を利用

■JC-HITS IPモデルの伝送・配信について

ア
ク
セ
ス
ポ
イ
ン
ト

ケーブルテレビ
事業者様
NW設備

通信キャリア光回線

JCC送出センター

①ケーブルFTTHモデル
(専用線等を活用)

ケーブル
FTTH網

ケーブルテレビ
事業者様向け

NW設備

通信キャリア向け
NW設備

通信キャリア
中継網

対応ルータ

通信キャリア
光回線利用ユーザ

対応ルータ

ケーブルFTTH
利用ユーザ

IP STB

IP-STB
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10.JCCが考えるIP方式のメリット

ü JCCは主に以下の事由による放送のIP化を推進していきたいと考えています。
●世界的な標準技術の適用
IP方式を採用することにより、設備やSTBの費用及び運用コストを下げられる
可能性があります。

●専用設備・機器投資の抑制
RF方式ではチャンネル単位での機器投資が必要でしたが、IP方式では投資額を
抑制することができます。

●新サービスの採用
IP方式ならではのエンターテイメント系サービスをケーブルテレビ事業者様が
ワンストップで提供することが可能になります。

VOD 音楽 カラオケ

等のサービス


